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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益の金額は記載しておりません。 

４ 第９期中及び第９期においては、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

また、第１０期においては、希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため記載しておりません。

５ 当社は、第９期において平成16年4月21日付でシスメックス株式会社に対する第三者割当増資により新株式

50,500株を発行しております。 

６ 平成17年３月29日開催の第９期定時株主総会決議により、決算期を12月31日から３月31日に変更しました。

従って、第10期は平成17年１月１日から３月31日の３ヵ月間となっており、中間決算は行っておりません。

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日

―

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 552,855 ― 744,088 1,143,505 337,170

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △53,547 ― 43,726 △35,971 2,882

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) △109,235 ― 31,679 △101,127 1,137

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― － － －

資本金 (千円) 1,181,000 ― 1,181,000 1,181,000 1,181,000

発行済株式総数 (株) 99,365 ― 99,365 99,365 99,365

純資産額 (千円) 1,602,171 ― 1,623,464 1,590,647 1,591,784

総資産額 (千円) 1,745,909 ― 1,837,732 1,738,913 1,809,907

１株当たり純資産額 (円) 16,124.10 ― 16,338.39 16,008.13 16,019.57

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期) 
純損失(△)

(円) △1,593.15 ― 318.82 △1,203.19 11.44

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 317.88 － －

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― － － －

自己資本比率 (％) 91.8 ― 88.4 91.5 87.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △16,938 ― 355,414 △171,851 △92,559

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 7,647 ― △1,107,361 48,584 △214

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 887,843 ― － 887,843 －

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 1,196,688 ― 237,992 1,082,712 989,938

従業員数 (名) 90 ― 97 87 89



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容

に重要な変更はありません。 

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在  

 
(注) １ 従業員数は、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 臨時従業員(パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除く。)については、その総数が従業

員数の100分の10未満であるため、平均雇用人員の記載を省略しております。 

３ 従業員数が前期末に比較して、８名増加しておりますが、主に新規採用及び親会社からの出向受入れによる

ものであります。 

       

(2) 労働組合の状況 

現在、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 97  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間のわが国における経済は、大企業・製造業の業況判断指数が回復基調となり、穏やか

ながらも確実に回復に向かって動き出しました。これを受けてＩＴ業界でも設備投資計画や人材募集計

画などにおいて堅調となりつつあります。当社の関わる医療業界の情報化投資は、依然として楽観視で

きないものの、個人情報保護に関する法律が施行されたことによる対応計画等もあり投資意欲にかげり

はありません。また医療機関への社会的関心は衰えることはなく、情報管理や品質管理に対するニーズ

も高まっております。 

 このような環境のもと、当社では引き続き臨床検査情報システムの開発と販売に特化した事業を推進

するとともに、業務改革を継続し、安定的に利益計上ができる企業体質を構築していくよう経営努力を

重ねてまいりました。 

 営業面においては、シスメックス株式会社との連携により新規ユーザ開拓力が高まり、より幅広い営

業活動ができるようになりました。開発面においてはシスメックス株式会社から出向しているIT技術者

が戦力となり、納品力が強化されました。また当社商品の品質向上、機能の充実も確実に行われてお

り、従来と比較して納品活動（ディプロイメント活動）に安定感が増しました。 

  以上の結果、売上高は744百万円となり、経常利益は43百万円となりました。また、中間純利益は31

百万円となりました。 

 なお、平成17年3月期は、決算期変更に伴い3ヶ月決算となりましたので、前年同期との比較分析は行

っておりません。(以下「(2)キャッシュフロー」及び「2.生産、受注及び販売の状況」においても同

じ) 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、期首に比べ751百万円減少し、

当中間会計期間末には237百万円となりました。 

なお、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間末における営業活動によるキャッシュ・フローは、資金の増加355百万円となりまし

た。その主な要因は、売上債権の減少による資金の増加294百万円、仕入債務の減少による資金の減少

81百万円、たな卸資産をはじめとするその他の要因による資金の増加141百万円等の理由によるもので

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間末における投資活動によるキャッシュ・フローは、資金の減少1,107百万円となりま

した。その主な要因は、短期貸付金の純増（1,099百万円）等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  該当事項はありません。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

  

 
(注) １ 生産実績の金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（２）仕入実績 

  

 
(注) １ 仕入実績の金額は、実際仕入額によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  （３）受注状況 

  

 
(注) １ 受注状況の金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  （４）販売実績 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  当中間会計期間（自 平成17年４月１日至 平成17年９月30日） 

  

 
  

区分 金額(千円)

システム開発事業 371,382

合計 371,382

 

区分 金額(千円)

その他の事業 7,255

合計 7,255

区分 受注高(千円) 受注残高(千円)

システム開発事業 513,809 975,018

合計 513,809 975,018

区分 金額(千円)

システム開発事業 733,505

その他の事業 10,582

合計 744,088

相手先 金額(千円) 割合(％)

 ㈱アステム               218,587              29.4

シスメックス㈱ 107,160 14.4



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

   当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、医療情報コンピュータシステムに特化した企業として企業価値を高めるとともに、高度な技術

の実用化、ユーザフレンドリなシステムを提供するため、研究開発活動を重視しており、その活動は検体

検査（血液・尿・血清・生化学）・細菌・病理・生理・輸血・放射線・健診・Ｗｅｂ開発等多岐にわたり

ます。 

 いずれのシステムも顧客ニーズや有用な機能をパッケージソフトの中に組入れ、高品質なソフトウェア

として成長しているシステムを顧客に提供しております。 

 なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は1,752千円であります。 

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 「提出日現在発行数」には、平成17年12月１日から、この半期報告書提出日までの新株予約権の行使により、

発行された株式数は含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 171,460

計 171,460

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月19日)

上場証券取引所名
又は登録証券業協

会名
内容

普通株式 99,365 99,580
東京証券取引所
マザーズ市場

―

計 99,365 99,580 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権 

(平成13年３月22日定時株主総会決議) 

  

 
  

中間会計期間末現在
(平成17年９月30日現在)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日現在)

新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 1,465株 1,250株

新株予約権の行使時の払込金額 1株当たり50,000円 同左

新株予約権の行使期間
平成15年４月22日から
平成18年４月21日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  50,000円
資本組入額 25,000円

   同左
   同左

新株予約権の行使の条件

被付与者が死亡した場合は、

新株予約権付与契約に定める

条件により、相続人がこれを

行使することができる。 

その他の新株予約権の権利行

使の条件は、平成13年３月22

日開催の第５回定時株主総会

および平成13年３月26日開催

の取締役会決議に基づき、当

社と対象取締役および従業員

との間で締結された「新株予

約権付与契約」に定めるとこ

ろによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

被付与者は、付与された権利

を第三者に譲渡、質入れその

他の処分をすることができな

い。 

その他の新株予約権の譲渡の

条件は、平成13年３月22日開

催の第５回定時株主総会およ

び平成13年３月26日開催の取

締役会決議に基づき、当社と

対象取締役および従業員との

間で締結された「新株予約権

付与契約」に定めるところに

よる。

同左



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
（注）平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に、旧商法第280条ノ19第1項の規定に基づく新株引受権の 

行使により、発行済株式数が215株、資本金及び資本準備金がそれぞれ5,375千円増加しております。 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

  

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額

(千円)

資本準備金
残高

(千円)

平成17年 ９月 30日 ― 99,365 ― 1,181,000 ― 960,788

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

シスメックス株式会社 兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通1-5-1 50,500 50.82

河野 実良 福岡県福岡市東区奈多1-12-60-807 5,100 5.13

赤星 典太 福岡県太宰府市長浦台1-6-17 4,000 4.02

古森 繁樹 福岡県筑紫野市二日市北7-10-11 3,977 4.00

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町1-4 1,221 1.23

大和田 健 神奈川県藤沢市藤が丘1-5-9 1,010 1.02

シーエヌエー従業員持株会 福岡県福岡市博多区博多駅前2-3-7 840 0.85

株式会社ジャフコ 東京都千代田区丸の内1-8-2 702 0.71

 菱川 行生 福岡県福岡市東区香椎駅前1-7-26-302 700 0.70

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 653 0.66

計 ― 68,703 69.14



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
  

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 99,365 99,365 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 99,365 ― ―

総株主の議決権 ― 99,365 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 49,000 64,500 60,300 112,000 109,000 80,500

最低(円) 42,800 42,900 45,500 52,100 69,200 62,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

４ 決算期変更について 

平成17年３月29日開催の第９期定時株主総会における定款一部変更の決議により、決算期を12月31日か

ら３月31日に変更しております。 

なお、経過措置として、前事業年度は平成17年１月１日から平成17年３月31日までの３ヵ月間となって

おり、中間決算は行っていないため、以下に掲げる中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書については、前中間会計期間との対比は行っておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
(注)平成17年３月期は、決算期変更に伴い3ヶ月決算となりましたので、前中間会計期間との対比は行っておりません。

  

当中間会計期間末

(平成17年９月30日現在)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  1. 現金及び預金 *2 268,068 1,020,015

  2. 受取手形 60,497 168,679

  3. 売掛金 203,264 389,389

  4. たな卸資産 131,505 162,974

  5. 関係会社短期貸付金 1,099,907 －

  6. その他 16,769 16,523

   流動資産合計 1,780,013 96.9 1,757,582 97.1

Ⅱ 固定資産

  1. 有形固定資産 *1 10,947 9,313

  2. 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 2,577 533

  (2) ソフトウェア仮勘定 － 3,004

  (3) その他 557 573

   無形固定資産合計 3,134 4,111

  3. 投資その他の資産

  (1) その他 43,637 38,899

   投資その他の資産合計 43,637 38,899

   固定資産合計 57,718 3.1 52,324 2.9

   資産合計 1,837,732 100.0 1,809,907 100.0



 
(注)平成17年３月期は、決算期変更に伴い3ヶ月決算となりましたので、前中間会計期間との対比は行っておりません。

当中間会計期間末

(平成17年９月30日現在)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  1. 買掛金 68,393 149,998

  2. その他 *4 132,156 56,648

   流動負債合計 200,549 10.9 206,647 11.4

Ⅱ 固定負債

  1. その他 13,718 11,475

   固定負債合計 13,718 0.7 11,475 0.7

   負債合計 214,267 11.6 218,122 12.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,181,000 64.3 1,181,000 65.2

Ⅱ 資本剰余金

  1. 資本準備金 960,788 960,788

   資本剰余金合計 960,788 52.3 960,788 53.1

Ⅲ 利益剰余金

  1. 利益準備金 1,702 1,702

  2. 中間(当期)未処理損失 520,026 551,705

   利益剰余金合計 △ 518,324 △28.2 △550,003 △ 30.4

   資本合計 1,623,464 88.4 1,591,784 87.9

   負債資本合計 1,837,732 100.0 1,809,907 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
(注)平成17年３月期は、決算期変更に伴い3ヶ月決算となりましたので、前中間会計期間との対比は行っておりません。

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 744,088 100.0 337,170 100.0

Ⅱ 売上原価 379,129 51.0 198,327 58.8

   売上総利益 364,958 49.0 138,842 41.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 324,376 43.6 137,185 40.7

   営業利益 40,582 5.4 1,657 0.5

Ⅳ 営業外収益 *1 3,390 0.5 1,225 0.3

Ⅴ 営業外費用 247 0.0 － －

   経常利益 43,726 5.9 2,882 0.8

Ⅵ 特別損失 *2 8,556 1.1 － －

   税引前中間(当期)純利益 35,169 4.8 2,882 0.8

   法人税、住民税 
      及び事業税

3,490 3,490 0.5 1,745 1,745 0.5

   中間(当期)純利益 31,679 4.3 1,137 0.3

   前期繰越損失 551,705 552,842

   中間(当期)未処理損失 520,026 551,705

 



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 
(注)平成17年３月期は、決算期変更に伴い3ヶ月決算となりましたので、前中間会計期間との対比は行っておりません。

  

  

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 1. 税引前中間(当期)純利益 35,169 2,882

 2. 減価償却費 2,804 32,863

 3. 固定資産除却損 277 －

 4. ソフトウェア仮勘定除却損 479 －

 5. たな卸資産評価損 7,799 －

 6. 受取利息及び受取配当金 △2,922 △12

 7. 売上債権の増減額（増加：△） 294,307 △82,465

 8. たな卸資産の増減額（増加：△) 23,668 △115,923

 9. 仕入債務の増減額（減少：△） △81,605 68,985

 10. 前払費用の増減額（増加：△） △3,263 978

 11. 未払金の増減額（減少：△） 3,989 6,801

 12. 未払消費税等の増減額（減少：△) 12,207 △7,478

 13. 預り金の増減額（減少：△） △1,143 △1,071

 14. その他 62,467 8,847

      小計 354,237 △85,591

 15. 利息及び配当金の受取額 2,922 9

 16. 法人税等の支払額 △1,744 △6,977

   営業活動によるキャッシュ・フロー 355,414 △92,559

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 1. 短期貸付金の純増減額(増加:△) △1,099,907 －

 2. 有形固定資産の取得による支出 △3,214 △214

 3. 差入保証金の戻入による収入 937 －

 4. 差入保証金の預入による支出 △5,177 －

   投資活動によるキャッシュ・フロー △1,107,361 △214

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー － －

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額 △751,946 △92,773

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 989,938 1,082,712

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末
  (期末)残高

237,992 989,938



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

1. 資産の評価基準及び評

価方法

(1)たな卸資産

商品・仕掛品

 個別法による原価法

材料 

 先入先出法による原価法

(1) たな卸資産

   商品・仕掛品

     同  佐

    

    

2. 固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一基準によっております。

(1) 有形固定資産

同  左

(2) 無形固定資産

  定額法によっております。

  市場販売目的のソフトウェアにつ

いては、見込み販売収益に基づく償

却額と残存有効期間(３年)に基づく

均等配分額とを比較していずれか大

きい額を計上しております。自社利

用のソフトウェアについては社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく

定額法によって計上しております。

(2) 無形固定資産

同  左

(3) 長期前払費用

  法人税法に規定する方法と同一の

基準により均等償却しております。

(3) 長期前払費用

同  左



 
  

  

  

項目
当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

3. 引当金の計上基準 貸倒引当金

 一般債権

  債権の貸倒による損失に備えるた

め貸倒実績率法によっております。

  なお、貸倒実績率がゼロであるた

め、貸倒引当金は計上しておりませ

ん。

 貸倒懸念債権及び破産更生債権

  債権の貸倒による損失に備えるた

め個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

 一般債権

同  左

 貸倒懸念債権及び破産更生債権

同  左

4. リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同  左

5. 中間キャッシュ・フロー

計算書(キャッシュ・フロ

ー計算書)における資金の

範囲

 中間キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなります。

 キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなります。

6. その他中間財務諸表(財務

諸表)作成のための基本と

なる重要な事項

 消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。

 消費税等の会計処理

同  左



会計処理の変更 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）
 当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準
(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会平成14年８月９日))及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適
用指針第6号平成15年10月31日)を適用しております。
これによる損益に与える影響はありません。

－



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間会計期間末
(平成17年９月30日現在)

前事業年度末
(平成17年３月31日現在)

*1. 有形固定資産の減価償却累計額  29,213千円 *1. 有形固定資産の減価償却累計額  28,157千円 

 

 

*2. 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 30,076千円

  計 30,076千円

担保付債務は次のとおりであります。

従業員の銀行借入に関する保証 3,057千円

元従業員の銀行借入に関する保証 2,108千円

計 5,165千円

 

 

*2. 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 30,076千円

  計 30,076千円

担保付債務は次のとおりであります。 

従業員の銀行借入に関する保証 8,209千円

元従業員の銀行借入に関する保証 543千円

計 8,753千円

 

 

3. 偶発債務

従業員の銀行借入に関する保証 3,057千円

元従業員の銀行借入に関する保証 2,108千円

計 5,165千円
 

3. 偶発債務

従業員の銀行借入に関する保証 8,209千円

元従業員の銀行借入に関する保証 543千円

計 8,753千円

 

*4. 消費税等の取扱い

  仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の上、金

額的重要性が乏しいため流動負債の「その他」に含

めて表示しております。

*4.                  ―



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

 

*1. 営業外収益の主要項目

 受取利息 2,922千円

 事務取扱手数料 52千円

 受取賃貸料 180千円

      
 

*1. 営業外収益の主要項目

受取利息 12千円

 事務取扱手数料 31千円

 受取賃貸料 1,167千円

 

 

*2. 特別損失の主要項目

 たな卸資産評価損

 固定資産除却損
 ソフトウェア仮勘定除却損

7,799千円
277千円
479千円

 

*2.                  －

 

 3. 減価償却実施額

 有形固定資産 1,304千円

 無形固定資産 497千円

 
 

 3. 減価償却実施額

有形固定資産 597千円

 無形固定資産 32,241千円

 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

平成17年９月30日現在

現金及び預金残高 268,068千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△30,076千円

現金及び現金同等物 237,992千円

  

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

平成17年３月31日現在

現金及び預金残高 1,020,015千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△30,076千円

現金及び現金同等物 989,938千円



(リース取引関係) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高

相当額

(工具器具及び

備品)

  取得価額相当額 5,869千円

  減価償却累計額相当額 1,793千円

  中間期末残高相当額 4,075千円

 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等

     未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 966千円

１年超 3,172千円

合計 4,138千円

 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

(工具器具及び

備品)

  取得価額相当額 5,869千円

  減価償却累計額相当額 1,304千円

  期末残高相当額 4,564千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 958千円

１年超 3,657千円

合計 4,616千円

 

 

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 支払リース料 514千円

 減価償却費相当額 489千円

 支払利息相当額 37千円
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

 支払リース料 447千円

 減価償却費相当額 427千円

 支払利息相当額 20千円

 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

       同  左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法は利

息法によっております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

     同  左

  (減損損失について） 
  リース資産に配分された減損損失はありません。

２．オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

１年内 1,449千円

１年超 2,657千円

合計 4,107千円



(有 価 証 券 関 係) 

  

 
  

  (デリバティブ取引関係) 

  

 
  

  

(持分法損益等) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
  至  平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日 
  至 平成17年３月31日)

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 同  左

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日 
  至 平成17年３月31日)

 当社は、デリバティブ取引を行っていないため、該当 

 事項はありません。

同  左

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 同  左



(１株当たり情報) 

  

 
(注)１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで 

  あります。 

 
  

  

  

  

  

  

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額      16,338円 39銭 １株当たり純資産額       16,019円 57銭

１株当たり中間純利益       318円 82銭 １株当たり当期純利益        11円 44銭

潜在株式調整後１株 

 当たり中間純利益           317円 88銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

 中間純利益又は当期純利益(千円) 31,679 1,137

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 31,679 1,137

 普通株式の期中平均株式数(千株) 99 99

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純
利益

 中間（当期）純利益調整額(千円) － －

 普通株式増加数(千株) 
 新株予約権 0 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益の算定

に含めなかった潜在株式の概要

        －

新株予約権          1 種類

新株予約権の目的 

となる株式の数     1,465株  

なお、その詳細については第4提出
会社の状況1株式の状況(2)新株引
受権等の状況に記載のとおりであ
ります。



(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



  

第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第10期)

自 平成17年１月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月 29日 
福岡財務支局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月15日

株式会社シーエヌエー 

取締役会 御中 

 

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社シーエヌエーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第11期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社シーエヌエーの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 

新日本監査法人

  指定社員  
  業務執行社員

公認会計士  橋  本  佑 太 郎  ㊞

  指定社員 
  業務執行社員

公認会計士  佐  藤  宏  文  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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